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①：

の

予定どおり

子育て支援

他

センター事業及びつど

　

いの広場事業を実施し

】

たことにより、子育て

【

に不安や疑問をもって

協

いる子育て中の親に対

働

して
相談・援助ができ

：

た。
　

Ａ：成果があが

】

った

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

地域子育て支援推進事

類

業

健康・こども部　こ

ハ

ども家庭課

01－03 ー0201－07000 ド0 ○ ●

02 基本目標２

ソ

　　子育て、長寿を楽

フ

しみ、安心していきい

ト

きと暮らせるまち
総合

根

計画の
03 ③〈健康・

拠

安心・福祉力〉その人

法

らしく安心できる生活

令

を支援する
位置付け

0

等

2 2 多様な地域課題

対

に的確かつ総合的に対

象

応する地域密着のサー

・

ビスを充実する

児童福

受

祉法第２１条の８、次

益

世代育成支援対策推進

者

法第４条、少子化社会

事

対策基本法第４条

地域 業の子育て家庭、中高生 期、地域住民（高齢者） 間

■ □ □ □

子育て家庭に

委

対して、親子の気軽な

託

交流の場や機会を提供

、

する 地域の子育て家庭

協

に対する育児支援を行

働

うため、子育て支援セ

【

ことなどにより、育児

委

不安を解消し、精神的

託

な安心感がもたら ンタ

：

ー事業やつどいの広場

3

事業を推進します。ま

セ

た、地域で行
されてい

ク

ます。 う子育て支援活

・

動などに保育士などを

財

派遣します。

実施施設

団

数 箇所

子育て支援セン

企

ター及びつどいの広場

業

の箇所数の合計

2 3 4

Ｎ

2

利用者数 人

延べ利用

Ｐ

者数  

36,500

Ｏ

39,500 41,0
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位

,018 0 0
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施

,174 21,076

策

47,609 0 0
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00 0.00 103.
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0.00 0.00

貢

0.75 0.75 0.

献

75 0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

50 0.50 0.50

民

0.00 0.00

0 0

満

8,008 8,008

足

8,008 0 0

0 0 2

度

6,182 29,08

を

4 55,617 0 0

●

高

○ ○ ○ ○ ○ ○

子育て家

め

庭の育児不安等につい

る

て子育ての相談対応・

方

情報の提供、親子が気

策

軽に集う場所としての

業

支援センター及びつど

有

いの広
場の利用者が増

効

加、他の地域にも必要

性

性が増しているため、

継

つどいの広場を増設す

続

る。

需要に対応するた

に

め、つどいの広場を増

よ

設していく。

子育て支

る

援センター、つどいの

成

広場において提供して

果

い
る親子、親同士の交

向

流の場については、ニ

上

ーズが非常に
高く、地

の

域の拠点としてのつど

可

いの広場を増設するこ

能

と
で対応する。なお、

性

本事業は平塚市次世代

低

育成支援行動
計画にも

そ

位置付けている。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 子育て支援に対する

出

市民ニーズは高く、子

総

育て家庭のニ
●□ ーズ

合

を的確に捉え、ニーズ

評

に適応した事業運営を

価

行うこ

□ とが必要であ

市

る。 ○
□
□ 子育て家庭

民

のニーズに適応した子

ニ

育て支援を行い、安心

ー

●■ して子どもを産み

ズ

育てられる事業運営を

高

行う。事業の継

■ 続に

事

より、より多くの子育

業

て中の親子の満足が高

目

まって ○
□ いる。

■ 子

的

育て家庭のニーズに適

の

応した子育て支援を行

達

うことは
●

□ 、事業の

成

目的を達成するために

状

有効である。
○

□
○

□

況

□ つどいの広場を増設

必

し、更に効率性を高め

要

ていく。
○

□
●

■
○

□

性

子育て家庭のニーズに

市

適した子育て支援を行

の

うため、つどいの広場

関

の増設をする。

子育て

与

アドバイザ支援の実施

の

、つど支援の実施、つ

必

ど

ー、サロン、情報い

要

の広場：1新設 いの広

性

場：1新設

提供など
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上
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